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中部広域都市計画道路の変更に係る都市計画公聴会の公述要旨及び公述に対する都市計画決定権者の見解 
３・２・６号 胡屋泡瀬線 

公述人 公 述 要 旨 都市計画決定権者の見解 
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（意見の要旨） 
① 高原交差点南側のバスベイ新設（案）の設置位置については、

当方所有の土地 A にかかり、また土地 B への活用の観点から
反対です。 
 

② 国道３２９号からの取付の沖縄市道（高原１５号線）を滑らか
な傾斜道路にして、途中のコンクリー土間やアスファルト部分
を撤去し、端への既設側溝の移設等で幅員５m へ拡充（既に里
道の土地）の整備を要望します。 

 
③ 高原５丁目の県道２０号線沿いの土地 C について、今回新設

（案）では立ち退き面積が増加しています。土地 B への接道
を考慮してほしい。 

 
（理由） 
① 今回の変更（案）のバスベイの一部にあたる当方土地 A は後方

の土地 B への国道からの出入り専用のため、昭和６２年に購入
した。広大地の土地 B は中央を水路に分断されている。その一
帯は建物を建築できない等の土地 B 利用上の問題がある。その
ため国道出入りのための土地 A はとても重要である。 
 現況、土地 A は国道へのメインの出入口であり、国道への
車両出入りが今後もできるようにバスベイ新設（案）を修正し
てほしい。 
 
 
 

 
 
 

 
② 沖縄市道１５号線（路線延長約６５ｍ）の一番狭い部分を含む

３０ｍにわたる２０坪を土地Ｂから分筆して、沖縄市道路課へ
当方が売却している。そして昭和４７年、昭和５１年に里道復
元整備請願書や平成元年に２０坪を売却時も、その後令和５年
５月に市道路課長宛へ自治会長を含む沿線使用者等の１１名
の署名住所記入要請書等にて狭くて車と歩行者すれ違えず危
険なため道路拡張整備を要望しております。 

 
都市計画原案の公述意見に対する都市計画決定権者の見解は、下記の通り 

です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
記 

 
①  高原交差点は主要渋滞箇所となっており、沖縄市の都市計画マスター

プランにおいて、交通渋滞の解消を促進する交差点として位置付けられ
ています。このため、高原バス停（渡口向け）の設置位置については、
「平面交差の計画と設計 計画編」（社団法人交通工学研究会）を参考
に、交通の流れを円滑にするため交差点の流出部に設置しております。
また、高原交差点からバス停位置の距離については、現地条件等を考慮
し選定しております。 
事業者によると、現在の案の位置から、比屋根側へ位置を移動した場

合、市道 15 号線と国道 329 号の取付けに支障となることや、それより比
屋根側に移動すると他のバス停との距離が遠くなるため、バス乗換え時
の利便性が低下すると考えられることから、原案の位置に設置したいと
のことです。 
なお、土地 B への国道３２９号からの乗入れについては、以下②の整

備により対応してまいりたいとのことです。 
 
② 市道高原１５号線と国道３２９号の接続部については、道路構造令等の

基準に基づき計画・設計されるものです。 
事業者によると接続部については、現況復旧（乗入れ W＝4ｍ）での整

備を予定していますが、今後、用地測量を実施し、その結果を踏まえ道
路管理者の沖縄市と調整し、取付道路としての対応を含め、検討してま
いりたいとのことです。 
なお、県の事業範囲外の沖縄市道の整備要望について、道路管理者の
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③ ３０年以上前に県道２０号線の拡張工事の際、当方の別土地を

大きく売っている。ここは今回（案）で減少部分にあたる。土
地 B の水路北側部分について、都市の健全な発展と秩序ある整
備を図るため、土地利用できるよう過去の経緯を考慮（戦後土
地 B の中央に水路作られたが補償、賃貸料無）や長距離な指定
道路を土地 B 北側に配置しないと活用できないことから、県道
２０号線側に土地 B が接道できるよう要請します。 

 
※公述の内容については、個人が特定されないよう、都市計画
決定賢者において、意見の一部を書き換えております。 

沖縄市によると、県が実施した用地測量の成果を踏まえて、県と調整し、
用地買収しない範囲内で整備を検討してまいりたいとのことです。 
 

③ 沖縄県道路事業における用地の買収については「沖縄県の公共事業の施
行に伴う損失補償基準」に基づいてなされております。 
事業者によると、高原５丁目の土地 C については、県道２０号線の拡

幅を行うため沖縄県において用地買収を予定しておりますが、用地買収
後に土地 C に残地が生じる見込みとなっていることから、ご要望の土地
B と県道２０号線を接道することは困難とのことです。 
 

 
以上のことより、事業者の計画について適切に検討がされていること、
また、公述意見について、事業者において事業実施段階で適切に対応し
ていくことを確認した結果も踏まえ、都市計画原案を都市計画案として
公告縦覧を行います。 
 
 
 
 
 

 


